
１　経済動向に係る企業等の声（1-3月期）

地域の経済動向（令和7年1-3月期）

《オホーツク地域》

【建設業】 

・  燃料費高騰等により経費が増加する中、人件費も増加させ価格転嫁を行っているが、顧客を納得 

させる取引価格の設定に苦慮している。（建設業） 

・  建設関係のほかゴミの収集や処理も行っているが、ゴミ収集・処理で価格を上げたところ利用件

数が減ってしまったことを受け、建設関係も値上げをした場合、受注件数が減少してしまう懸念が

あるため、価格転嫁に踏み切れない。今年は降雪が少なく除雪での売上げが低調なことに加え、人

件費や燃料費が高騰していることから、満足な利益が出なかった。（建設業） 

 

【製造業】 

・  取引先の新規開拓に注力する余裕がないほど、どさんこプラザや地方のアンテナショップにおけ

る売上げが好調である。そのため、自社 EC サイトをリニューアルすることで、実店舗での販売以

外の販路拡大を検討している。（食品製造業） 

・  実店舗での小売販売が主な収入源であったが、サイト構築に長けた従業員を採用したため、今後

は EC サイトでの売上増加に向け検討を行っている。（製造業） 

 

【卸売・小売業】 

・  阿寒 ICの道路工事に伴う採石需要の高まりによる発破作業の増加や、コロナ以後のイベント復活

に伴う花火大会増加による火薬類の消費増加を受け、売上げは好調。円安や物流コストの増加によ

り、火薬類の価格は上昇傾向にあるが、価格転嫁を行っており利益は確保出来ている。（火薬類販売

業） 

・  食品製造業を営んでおり、卸業のほか店舗経営も行っている。売上構成は卸と直販で 7:3 の比率

であり、全体的に前年度比で増加傾向にある。原材料高騰等による経費増加分を利益率の高い直販

の売上で補填できていることが大きな要因である。（製造業・卸売小売業） 

・  冬季は燃料の需要期であり売上げは多く、昨年同期比で横ばい程度の状況だが、人件費や運送用

の燃料費などの諸経費が高騰しており利益が減少した。暖冬が続き、需要が下がることを懸念して

いる一方、大幅な価格転嫁を行えば客離れを起こすことも考えられるため、転嫁に踏み切れない状

況。（燃料小売業） 

・  トラックやローリーなど、燃料配送に欠かせない設備の更新について、車両価格が高騰している

中、価格転嫁が上手く出来ていない状況で、更新費用の捻出に不安を抱えている。（燃料小売業） 

 

【運輸業】 

・  主に生乳の運搬事業を営んでいるが、飼料の高騰等により廃業する酪農家が増加しており、これ

に伴い取引が減少している。また、輸送コストも上昇し、ある程度の価格転嫁は実施しているもの

の、利益は減少傾向にある。（運輸業） 

・  物価高騰の影響により設備の見積もりが常に上昇しており、設備更新が計画通りに実施すること

が出来ない。（運輸業） 

 

【サービス業】 

・  ホテル業界においても人手不足が顕著であり、人員の補填がままならない状況の中で、通常営業

を行う必要があることから、宴会事業の縮小などで対応せざるを得ない。（観光協会） 

・  会員企業のうち 8 割近くの企業において価格転嫁が進んでいる一方、満足な価格転嫁は出来て

いない。様々な原材料が常に値上がりするため、特に飲食関係事業者からは価格改定のタイミング

が難しいとの声が寄せられる。一方で、新たな取り組みとして、スマホオーダーのシステムを導入

し、利便性向上を図ったところ。利用客は高齢者も多いため、セルフレジの導入までは至っていな

い。（商工団体） 

（オホーツク） 

・  市内へのインバウンドは回復傾向にあり、団体客よりも個人客が多い様子。また、今年度は 夏以

降から宿泊客が前年よりも増加しており、コロナ禍前の 2019年ベース付近まで戻りつつある。（観

光協会） 

・  観光船事故から約３年が経過し町内への観光客が戻りつつある。一方、未だ「知床」を前面に出

した旅行会社等への積極的な売り込みが出来ず、経営に不安を抱える事業者はまだまだ存在する。 

事業者単位で、細々とイベントやアンテナショップを活用した商品販売を実施している程度に留ま

っている。（観光協会） 

 

【その他】 

・  採石プラントの設備更新に向けた資金繰りの目処が立たないことと、人材不足のため十分な事業

運営が出来ていないことが課題。今後、親会社とも相談を進めたい。（採石業） 

・  バイオマス発電所の運営をしており、燃料となる木質チップについては、道内各地より、安定し

た供給を確保しているため、安定的な発電を行っているところ。景気動向に左右されにくい業態の

ため、業況について特段の問題はない。（電気業） 

・  原材料高騰や円安の影響等により、発電の燃料を石炭や輸入木材から道産木材へシフトする発電

所が増加しており、道産木材の単価が昨年と比較し倍近くに上昇している。（電気業） 
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【直近の景況感】

【景況感の推移】

北見信用金庫
(紋別地区)

北見信用金庫
(北見地区)

遠軽信用金庫

R6-Ⅲ R6-Ⅳ R7-Ⅰ

網走信用金庫

R5-Ⅱ R5-Ⅲ R5-Ⅳ R6-Ⅰ R6-Ⅱ

今期と比較した次期の見通しでは、売上DIは1、
収益DIは3となり、ともに改善の見通しとなってい
る。

北見信用金庫
(紋別地区)

基幹産業である水産関連企業が閑散期である
為、水産加工業を中心に生産動向は「やや低
調」に推移している状況。流氷接岸による観光
客については国内外からの観光客も増えてお
り、上向きな状況であるが物価上昇の影響もあ
り消費動向は「普通」とし、経済活動の復調の兆
しが見えていることから、総合的に「普通」と判
断した。

春先よりホタテを始め、各種漁が開始となり、水
産関連業者が稼働することから生産動向は上
向きとなる。経済活動も活発化してきていること
から、総合的に「上昇傾向」と判断した。

北見信用金庫
(北見地区)

当金庫の景気動向調査による北見地区の景況
は、前年同期と比較したDIは、売上高が△11と3
ポイントの改善、収益は△21と4ポイントの悪
化。

製造業、サービス業においては次期予想DIがプ
ラスに転じているが、建設業、卸売・小売業にお
いては依然マイナスとなっていることから、景況
見通しは「変わらない」と判断した。

遠軽信用金庫

遠軽地方における景気動向調査の結果、業況
DIは全ての業種で悪化する結果となった。例年
同時期はDI数値が下がる傾向にあり、全業種の
業況DIは△23.7と、前期調査(△9.2)から悪化す
る結果となったことから「低調」と判断した。
生産動向・消費動向については、全業種の売上
DI及び収益DIは、前期調査時と比べて悪化して
いることから、生産動向及び消費動向はともに
「低調」と判断した。

次期の景気見通しについて、全業種の業況予
想DIは△26.4と多くの企業で業況回復には時間
を要することが予想されていることから、次期の
景気見通しは「変わらない」と判断した。

網走信用金庫

当金庫における業況アンケートの結果、製造業
のDIが△9.1、建設業のDIが△19.2であり生産動
向を「低調」とした。消費動向について、卸売・小
売業のDIが△13.9、サービス業のDIが△16.7で
あり「低調」とした。全業種においてもDIが△14.7
で依然マイナスであるため前期同様、「低調」と
判断した。

低調

現在の景況感 次期見通し

総合
生産
動向

消費
動向

判断理由 方向感 判断理由

２ 道内金融機関から見た地域景況感（1-3月期）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

非常に低調非常に好調 好調 やや好調 普通 やや低調



資料：(株)東京商工リサーチ北海道支社 資料：北海道労働局

【公共工事請負金額】 【航空機利用による来道者数】

資料：北海道建設業信用保証（株） 資料：（公社）北海道観光機構

【企業倒産件数と負債総額】 【有効求人倍率】

12 33

４ 各種経済指標

【新車登録台数】 【新設住宅着工戸数】

資料：（一社）日本自動車販売協会連合会、（一社）全国軽自動車協会連合会 資料：国土交通省
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